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【議会は、「確認し、制度を整える場」でもあります】 

 

令和 7 年 4 月 16 日の総務常任委員会は、閉会中に開催され、閉会中の継続調査事件とし

て、地域創生、水素政策、多自然地域づくり、そして文書問題に関係する第三者調査委員

会などについて議論が行われました。 

 

この日の委員会全体を通じて改めて感じたのは、県議会の役割は「何でも反対すること」で

も「何でも賛成すること」でもないということです。知事や県当局をただ責めるだけではなく、し

かし、説明が足りないところ、手続を確認すべきところ、県民の信頼に関わるところは、きちん

と問わなければなりません。 

 

私が特に確認したのは、第三者調査委員会の経費についてです。 

 

第三者調査は、県から独立して行われることが大切です。一方で、県のお金を使う以上、予

算の使い方は議会がしっかり確認しなければなりません。 

 

そこで私は、予備費で始まった調査について、途中で予算が増えた場合、本来は議会の議

決を踏まえるべきではないのかを確認しました。当局からは、予算を増額する場合は、補正

予算案を議会に出して議決を受けるのが原則だという答弁がありました。今回は、調査の独

立性を重視したため、県が途中経過を細かく把握しにくく、年度末に不足が判明したという事

情も説明されました。 

 

大事なのは、例外的な対応があったときに、それを感情的に責めることではなく、どのような

手続で判断されたのか、今後に向けてどのような原則を確認しておくべきなのかを、議事録

に残していくことだと考えています。県民の皆さんから預かった税金が、どのような手続で使

われたのかを確認することは、二元代表制における議会の大切な役割です。 

 

また、地域創生戦略については、政策コーディネーターが部局の縦割りを越えて、戦略づくり

に関わったことも確認しました。人口減少が進む中で、県が市町や地域をどう支えるのか、

地域づくりを一部局だけでなく横断的に進められるのかは、これからの県政にとって重要な

視点です。 

 

この日の委員会では、他の委員からも、水素政策の現実性、民間事業者の動きと県の計画

との整合性、情報漏えいへの対応、報道の自由や公益通報とのバランス、人口減少や地域

づくりの大きな方向性など、それぞれの角度から質問がありました。 

 

知事は県政を前に進める。議会は、その進め方が適切か、県民に説明できるかを確認する。 
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それは、対立のための対立ではなく、県政をより良くするための緊張関係だと思います。 

 

県政には、対立だけでなく、前に進めるための確認も必要です。 

ダメなものはダメと言う。 

でも、よい取組はきちんと評価し、さらに良くする。 

 

県民の皆さんにとって、議会が何をしているのかは分かりにくい場面も多いと思います。だか

らこそ、こうした委員会でのやり取りを、できるだけ分かりやすくお伝えしながら、県議会の役

割をしっかり果たしていきます。 

 

※この所感は、委員会開催当時のものです。その後の状況変化に伴い、現在とは事情や所

感が異なる場合がありますので、予めご理解、ご承知おき下さい。 

 


